
(1) 地域の商工業・消費・雇用へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 宇陀市下水前処理施設維持管理費補助 菟田野毛皮革工場団地内の下水前処理施設維持管理費に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成内容：下水前処理施設維持管理費　助成箇所：宇陀市　県予算額：21,533千円 宇陀市 奈良県 産業・雇用振興部商工課①県から市町村に対する直接助成 御所市産業振興センター事業費補助 御所市産業振興センターが実施する産業振興に向けた各種事業に対する助成　スキーム：県9/10　市町村1/10　助成内容：人材育成事業・需要開拓事業等　助成箇所：御所市　県予算額：10,000千円 御所市 奈良県 産業・雇用振興部商工課①県から市町村に対する直接助成 地域産品展示促進事業 地場産品の展示促進事業に対する助成　スキーム：県1/3　市町村2/3　助成内容：地場産品展示促進事業費　助成箇所：三郷町　県予算額：300千円 三郷町 奈良県 産業・雇用振興部商工課②地域づくり団体に対する直接助成 高齢者にやさしい宅配サービス事業（ふるさと雇用） 商店街等に出向きにくい高齢者等に対して、希望商品の購入を代行し、希望の日時に商品を宅配する共同宅配システムを構築 商工会、商工会議所、商店街組合等 厚生労働省 産業・雇用振興部商業振興課④国からの助成 地域企業立地促進等事業費補助金 国の同意を受けた「企業立地基本計画」を推進するため、企業誘致の専門家を活用した情報発信、新規立地につながる地域の人材養成、新規立地企業等の新規採用者等への研修事業等に対する支援　スキーム：産業立地支援事業(国2/3以内)　　　　　　人材養成等支援事業(国10/10以内)　　　　　　立地産業人材育成支援事業(国2/3以内) 地域産業活性化協議会の構成員である公益法人、認可法人等 経済産業省 産業・雇用振興部企業立地推進課④国からの助成 地域企業立地促進等共用施設整備費補助事業 国の同意を受けた「企業立地基本計画」を推進するため、集積区域内で共用で活用される施設等の整備及び企画・調査設計等に対する助成　スキーム：貸工場　　　　　　人材育成施設等の建設・取得又は試作機器､            検査機器の整備経費(国1/2以内) 地域産業活性化協議会の構成員である公益法人、認可法人等 経済産業省 産業・雇用振興部企業立地推進課④国からの助成 地域資源活用新事業展開支援事業費補助金 地域資源を活用した商品の販路開拓などに取り組む組合や団体等に対し、展示会出展等費用の一部補助地域資源を活用して新規性の高い商品開発等に取り組む中小企業に対し、試作品開発、展示会出展等費用の一部補助　スキーム：地域資源活用売れる商品づくり支援事業　　　　　　　2/3（上限30,000千円）　　　　　　地域資源活用販路開拓等支援事業　　　　　　　1/2（上限なし） 組合・団体・中小企業 経済産業省 産業・雇用振興部産業支援課
④国からの助成 新連携対策補助金 異分野の中小企業及び中小企業者と農林漁業者が有機的に連携し、それぞれの経営資源を有効に活用して行う事業、当該事業を行うために必要な体制を構築する事業及び中小企業者と農林漁業者との有機的な連携を支援する事業にかかる経費の一部補助　スキーム：連携体制構築支援2/3（上限5,000千円）　　　　　　事業化・市場化支援2/3（上限25,000千円） 中小企業農林漁業者 経済産業省 産業・雇用振興部産業支援課⑤公的団体からの助成 魅力ある商店街づくり助成事業 商店街のイメージアップや中心市街地の再活性化を目的として市町村が行うモデル的な商店街の振興整備事業（施設・設備等のハード整備事業）への助成　助成金額：20,000千円(これに消費税を加えた額を上限とす            る)　助成割合：10/10 市町村 (財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課
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- 30 - 地域の経済活性化・魅力づくりへのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑤公的団体からの助成 活力ある商店街づくり助成事業 地域の特性を活かし、自主的・主体的に商店街を活性化する目的で市町村等が実施するソフト事業への助成　助成金額：3,000千円（上限）　助成割合：10/10 市町村、広域行政機構 (財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課⑤公的団体からの助成 新技術・地域資源開発補助事業 企業が市場において新規性を有する商品開発や技術開発に取り組む事業を助成　助成金額：10,000千円（上限　新技術開発補助金）　 　　　　　3,000千円（上限　地域資源開発補助金）　助成割合：2/3  (過疎地域・みなし過疎地域（旧過疎地域に限る。）は10/10) 市町村 (財)ふるさと財団 地域振興部市町村振興課⑤公的団体からの助成 地域共創ビジネス支援事業 地域資源を活用したコミュニティビジネスを基盤として、広域の販路開拓、専門的人材活用による商品開発、他地域資源との連携によるビジネス拡大等、地域コミュニティの発展、再構築を誘導する地域資源活用型ビジネスの展開を目指す事業への助成　助成金額：6,000千円（上限）　助成割合：2/3 市町村 (財)ふるさと財団 地域振興部市町村振興課⑥アドバイス・相談 奈良県地域産業活性化協議会幹事会 県内の企業立地を促進するため、市町村・関係団体との連絡会議を設置し、情報交換等連携を図る － 奈良県 産業・雇用振興部企業立地推進課⑥アドバイス・相談 新分野進出等アドバイザー派遣事業 地域企業の新分野進出等の事業に関する専門家をアドバイザーとして派遣  支援内容：５人回（アドバイザー派遣　金額の明示は無し）  助成割合：10/10 － (財)ふるさと財団 地域振興部市町村振興課⑥アドバイス・相談 地域再生環境整備事業 観光振興や農林水産業振興等地域再生のため、地域再生マネジャー等の専門家を派遣し、地域における課題抽出や資源の発掘、地域再生のための事業計画の策定支援、地域再生を担う人材の育成、住民や市町村職員向けセミナー等、地域再生の環境整備に必要な経費の一部を助成　助成金額：4,000千円（上限）　助成割合：2/3 － (財)ふるさと財団 地域振興部市町村振興課
①県から市町村に対する直接助成 統計調査委託 工業統計調査平成23年経済センサス調査区管理2010年世界農林業センサス平成22年国勢調査統計調査員確保対策　スキーム：国10/10  委託対象：調査該当市町村　県予算額：617,458千円 市町村 奈良県 総務部知事公室統計課③県庁力によるサポート 奈良県市町村民経済分析事業 地域の経済動向を分析するため、市町村民経済計算を作成　支援内容：冊子を作成し提供　支援対象：全市町村 市町村 奈良県 総務部知事公室統計課①県から市町村に対する直接助成 ふるさと雇用再生特別対策市町村補助事業 地域の雇用再生のため、今後の地域の発展が見込まれる継続的な雇用機会を創出　助成箇所：18市町村及び一部事務組合　県予算額：500,000千円 市町村 奈良県 産業・雇用振興部雇用労政課①県から市町村に対する直接助成 緊急雇用創出対策市町村補助事業 厳しい雇用失業情勢に対応し、失業者のための一時的な雇用・就業機会を創出　助成箇所：県内全市町村　県予算額：1,700,000千円 市町村 奈良県 産業・雇用振興部雇用労政課④国からの助成 若年者地域連携事業 若者の就職支援のワンストップサービスセンター（ジョブカフェ）において、若年者の就職支援事業を国が団体等に委託して実施　スキーム：10/10 団体等 厚生労働省 産業・雇用振興部雇用労政課④国からの助成 地域若者サポートステーション事業 地域若者サポートステーションにおいて、相談業務等のニート対策事業を、国が団体等に委託して実施　スキーム：10/10 団体等 厚生労働省 産業・雇用振興部雇用労政課- 31 - 地域の経済活性化・魅力づくりへのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 シニアワークプログラム事業 高齢者（概ね６０歳代前半層）の就職支援のための講習会を、国が団体等に委託して実施　スキーム：10/10 団体等 厚生労働省 産業・雇用振興部雇用労政課④国からの助成 地域雇用創造推進事業（パッケージ事業） 市町村や地域の経済団体から構成される地域雇用創造協議会から提案のあった雇用対策に係る事業構想の中から雇用創出効果が高いと認められる事業を、国が協議会に委託して実施　スキーム：10/10 地域雇用創造協議会 厚生労働省 産業・雇用振興部雇用労政課④国からの助成 シニア就業支援プログラム事業 高齢者の就業ニーズと企業等の人材ニーズ（雇用ニーズ）をマッチングする事業を、国が団体等に委託して実施　スキーム：10/10 民間団体 厚生労働省 産業・雇用振興部雇用労政課⑤公的団体からの助成 両立支援レベルアップ助成金事業 仕事と家庭の両立を図る労働者を支援する事業主・事業主団体へ助成金を支給  ①代替要員確保コース(定額補助)  ②休業中能力アップコース(定額補助)  ③子育て期の短時間勤務支援コース(定額補助)  ④育児・介護費用等補助コース      (中小企業　育児3/4　介護2/4)  　　(大企業　1/3)  ⑤職場風土改革コース(定額補助) 企業 (財)２１世紀職業財団 産業・雇用振興部雇用労政課
(2) 地域の魅力づくりへのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 活力あふれる市町村応援補助金 活力ある市町村等が独自に取り組む創意と工夫あふれる事業へ助成　支援内容：市町村発案事業(ｿﾌﾄ事業)、地域づくりアドバイ            ザー支援事業、広域連携事業（ｿﾌﾄ事業）、            施設等整備事業　スキーム：3/4、1/2、1/3(事業、財政力等により区分) 　　　　　　 財政力指数0.7以上は一部対象外  県予算額：180,000千円 市町村、市町村の広域連携団体 奈良県 地域振興部市町村振興課②地域づくり団体に対する直接助成 地域づくり団体交流促進事業 県外地域づくり関係者に奈良での学びの機会を提供するとともに、県内外関係者の相互交流のため、「ならで学ぶ地域づくり実践ゼミ」を開催　県予算額：250千円 奈良県地域づくり団体協議会 奈良県 地域振興部地域づくり支援課②地域づくり団体に対する直接助成 東部中山間における工房街道づくり 東部中山間地域の工房群の地域ブランド力強化を推進するため、来訪者との交流拠点・販売施設の整備を支援　県予算額：28,673千円 工房街道推進協議会 奈良県 地域振興部地域づくり支援課②地域づくり団体に対する直接助成 荒廃地を活用した地域の活性化事業 奈良市東部地域への集客を促進するため、荒廃地を活用し、間伐材を利用した家具製作や大和高原野菜の作付け等の交流拠点の整備を支援　県予算額：17,300千円 特定非営利活動法人奈良地域の学び推進機構 奈良県 地域振興部地域づくり支援課②地域づくり団体に対する直接助成 土佐街並み活性化事業 観光客誘致を図るため、地域づくりやイベントの拠点整備を支援　県予算額：12,200千円 特定非営利活動法人奈良高取土佐街並み景観保存会 奈良県 地域振興部地域づくり支援課②地域づくり団体に対する直接助成 落語タウン「ならまち」の創成事業 奈良市「ならまち」エリアで行われている様々な寄席、落語会の情報を収集整理し、効果的に情報発信することにより、集客力を高める観光商品を造成　支援内容：事業実施の委託　県予算額：12,600千円 落語タウンならまち実行委員会 奈良県 文化観光局ならの魅力創造課②地域づくり団体に対する直接助成 なら国際映画祭による地域づくり事業 第１回なら国際映画祭の開催を目指し、シンポジウム等により奈良の魅力を国内外に発信するとともに国際的な人材を育成　支援内容：事業実施の委託　県予算額：16,362千円 特定非営利活動法人なら国際映画祭実行委員会 奈良県 文化観光局ならの魅力創造課- 32 - 地域の経済活性化・魅力づくりへのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当②地域づくり団体に対する直接助成 奈良の鹿保護育成事業 県、奈良市、春日大社等による奈良の鹿保護育成事業実行委員会を設立し、奈良の重要な観光資源である鹿を保護するため、（財）奈良の鹿愛護会に助成し、新たに鹿を活用したイベント等を実施　支援内容：事業実施への負担金　スキーム：県25,800千円、奈良市13,750千円、            春日大社6,000千円　　県予算額：25,800千円 奈良の鹿保護育成事業実行委員会 奈良県 文化観光局ならの魅力創造課②地域づくり団体に対する直接助成 観光行事の保護育成 地域の観光振興に寄与していると認められる観光行事及び伝統行催事で市町村等が補助している催事に補助　県予算額：6,137千円 保存会等 奈良県 文化観光局観光振興課②地域づくり団体に対する直接助成 商店街農産物直売所モデル構築事業 商店街の空き店舗に消費者ニーズの高い魅力ある農産物直売所を設置　スキーム：県1/2　助成対象：商工会、商工会議所、商店街組合、NPO法人等 商工会、商工会議所、商店街組合、NPO法人等 奈良県 産業・雇用振興部商業振興課②地域づくり団体に対する直接助成 商店街トライアル事業 21年度の「奈良県商店街次世代リーダー育成塾」において、塾生が作成した「商店街活性化プラン」に基づく事業の実践について補助　スキーム：県1/2　助成対象：商店街若手リーダー育成塾卒業生による　　　　　    事業実施地域　　計８地域 商店街組合等 奈良県 産業・雇用振興部商業振興課③県庁力によるサポート 地域づくり情報発信事業 ホームページ「まほろば地域づくりネット」の運営、メールマガジンの発行による関係団体の情報交換を支援　支援対象：市町村・地域づくり団体　県予算額：378千円 市町村 奈良県 地域振興部地域づくり支援課③県庁力によるサポート 地域づくり人材養成事業 地域資源を活用した、魅力あるまちづくり戦略に関する知識やノウハウを備えた地域づくりリーダーを養成  支援内容：地域づくりに関する講座や現地研修を実施  支援対象：地域づくり実践家、市町村職員　等　県予算額：520千円 市町村・個人 奈良県 地域振興部地域づくり支援課③県庁力によるサポート 定住促進事業 市町村の定住・交流施策を支援　支援内容：市町村に対し、定住・交流促進に関する情報提供　　　　　　定住促進イベントに参加　　　  　　奈良県定住・交流推進協議会を運営し、施策検討　県予算額：363千円 市町村 奈良県 地域振興部地域づくり支援課
①県から市町村に対する直接助成 地域の観光力向上応援補助金 地域が有する歴史文化・観光資源を活用することにより、地域の振興を図る取組に対し助成  スキーム：市町村事業　 　　　　　 財政力指数0.5未満　県1/2　市町村1/2　 　　　　 　財政力指数0.5以上　県1/3　市町村2/3　　　　　　市町村補助事業　市町村が補助する額の1/2を補助 　　 　2010年1月1日～12月31日の平城遷都1300年祭開催期間　　　　については、ソフト事業に限り補助率を引き上げ 　　 　　 市町村事業　県2/3　市町村1/3      　　 市町村補助事業　市町村が補助する額の2/3を補助　県予算額：80,000千円

市町村、市町村の広域連携組織 奈良県 文化観光局観光振興課
③県庁力によるサポート 観光ボランティアガイド育成強化事業 県内各地域で活躍中の観光ボランティアガイドに対して、資質向上、相互交流のための研修を実施  支援内容：観光ボランティアガイド研修会　 　　　　　 実施回数　年２回　参加人員　各回150名程度  支援対象：県内全観光ボランティアガイド団体  県予算額：716千円 ボランティア団体 奈良県 文化観光局ならの魅力創造課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 「歩く奈良」推進事業 奈良を訪れるお客様を増やすため、歩いて奈良県内をじっくり味わう情報を発掘・発信する。　支援内容：各市町村と県が連携し、ウォークルートを造成 　　　　　　 ポータルサイト「歩く・なら」の充実・更新　県予算額：6,800千円 市町村 奈良県 文化観光局ならの魅力創造課③県庁力によるサポート 県庁周辺にぎわい創出事業 春、秋の行楽シーズン及び観光客の減少する冬季に県庁周辺で季節に応じたイベント及び県庁味わい市等の物産販売を実施　支援内容：市町村の物販コーナーの設置　　県予算額：1,200千円 市町村 奈良県 文化観光局観光振興課③県庁力によるサポート 首都圏における情報発信事業 東京日本橋の情報発信拠点「奈良まほろば館」において、県産品の販売を行うとともに、イベントスペースで県内の観光案内等を実施することにより、奈良の魅力を発信　支援内容：市町村のイベント展示の実施　　県予算額：19,550千円 市町村 奈良県 文化観光局観光振興課
③県庁力によるサポート 刊行物等による県政広報事業 「県民だより奈良」の発行　県内全戸配布の県政広報紙で県の施策、イベント等を紹介　点字、テープ版も作成　  支援内容：「情報ファイル」のコーナーで市町村イベント              を紹介　　　　　　　（８ヵ月は20イベント、残り４ヵ月は１０イベ                ント紹介）　  支援対象：全市町村 市町村 奈良県 総務部知事公室広報広聴課
④国からの助成 地域再生基盤強化交付金 地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進するため、地域における交通の円滑化及び産業振興のための道整備や地域の人々の生活環境の改善のための汚水処理施設整備について支援　スキーム：通常の国庫補助事業における補助率と同じ　　　　　　（ただし５年間のパッケージで事業認定し、              年度間融通が可能） 市町村 内閣府地域再生事業推進室 地域振興部地域づくり支援課
④国からの助成 観光圏整備事業費補助金 観光交流人口の拡大による自立的な地域経済の確立を図り、国際競争力の高い観光地を形成するため、内外観光客の宿泊旅行回数・滞在日数の拡大を目指し、二泊三日以上の滞在型観光を促進する「観光圏」を形成するための取り組みを支援　スキーム：4/10（上限）　助成対象：観光圏整備法に基づき国土交通大臣認定を受けた 　　　　　 「観光圏整備実施計画」に基づき実施する事業 　　　　　　なお、22年度で新規補助採択は終了

協議会（市町村、県、観光事業者、農林水産業者、商工業者、ＮＰＯ等） 国土交通省 文化観光局観光振興課ならの魅力創造課⑤公的団体からの助成 地域資源活用助成事業 地域の自然・歴史・産業等の地域資源を発見し、積極的な活用を図る目的で市町村等が実施するソフト事業への助成　助成金額：3,000千円（上限）　助成割合：10/10 市町村、広域行政機構 (財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課⑤公的団体からの助成 移住・交流推進支援事業 市町村が地域団体等と協働し、空き家利活用、情報発信などの都市住民の移住・交流を推進する継続的な仕組みづくりを支援する事業への助成　助成金額：2,000千円　助成割合：10/10 市町村 (財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課⑤公的団体からの助成 講師等派遣事業 地域づくり団体及び都道府県協議会が行う研修会、講習会等への講師招へいに係る謝金及び旅費に対して助成　助成内容：謝金、旅費（それぞれ上限100千円） 地域づくり団体 (財)地域活性化センター 地域振興部地域づくり支援課⑤公的団体からの助成 地域づくり活動支援事業 地域づくり団体が行う地域づくり誌やホームページの作成等についてのアドバイザー招へいに係る謝金及び旅費について助成　支援内容：謝金、旅費（それぞれ上限100千円） 地域づくり団体団体 (財)地域活性化センター 地域振興部地域づくり支援課⑥アドバイス・相談 地域振興アドバイザー派遣制度 地域の活性化･交流を促進するために､様々な課題を抱えている市町村へ各分野の専門家を派遣し､助言を行うことにより､自主的な地域づくり活動等を側面から支援し､地域の活性化に資する　支援内容：謝金（第1回分のみ）、旅費（交通費､宿泊費） － 国土交通省 地域振興部地域づくり支援課⑥アドバイス・相談 地域活性化応援隊派遣相談会 地域における活性化の取組を具体的・実質的なものへと後押しするため、省庁等が連携して職員が地域に出向くとともに、地域の活性化に関する専門家（地域活性化伝道師：現在全国で270名）を派遣（各都道府県にて年１回程度開催） － 内閣官房地域活性化統合事務局 地域振興部地域づくり支援課- 34 - 地域の経済活性化・魅力づくりへのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑥アドバイス・相談 全国地域リーダー養成塾 地域づくりのリーダーを養成するため、一流講師陣により、少数精鋭の体系的・実践的な研修を実施　支援内容：研修回数　７回　　　　　　先進地への現地調査 － (財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課⑥アドバイス・相談 地域おこし研修会受託事業（地方公共団体が直接財団へ送付） 地域の課題にあった講師を選定し、講義・グループワーク等のカリキュラムによる研修会を開催　支援内容：地域の課題に応じたカリキュラムを提案　助成割合：講師謝金の1/2 － (財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課⑥アドバイス・相談 地域づくりアドバイザー事業 市町村等が地域づくりに関して助言を行う専門家を招聘するために要する謝金・交通費・宿泊費などの経費に助成　支援内容：助成金額　300千円（上限）　助成割合：10/10 － (財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課⑥アドバイス・相談 まちなか再生支援専門家派遣事業 市町村がまちなか再生のために助言を行う専門家を招聘するために要する謝金・交通費・宿泊費などの経費に助成  支援内容：専門家派遣にかかる費用（金額の明示は無し）　助成割合：10/10 － (財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課⑥アドバイス・相談 観光地域づくり実践プラン 地域の活性化等を目的として、多様な地域資源を最大限活用しながら、地域の幅広い関係者が一体となって推進する、観光を軸とした地域づくりの取り組みを総合的に支援 － 国土交通省 文化観光局観光振興課⑥アドバイス・相談 観光地域プロデューサー事業 地域の取り組みを企画・演出するとともに必要な調整・合意形成を図り、具体的な集客を実施し、その効果を地域全体に還元させるプロデューサーが求められており、旅行業界ＯＢ等の人材供給源を活用することにより、観光地域プロデューサーの育成・活動の普及促進を行う － 国土交通省 文化観光局観光振興課①県から市町村に対する直接助成 文化財保存事業補助金(埋蔵) 発掘調査補助　個人住宅の建設等に伴う発掘調査、出土遺物保存処理等に対  する助成    スキーム：国50% （直接補助）県25%  市町村25%    助成対象：奈良市外16市町村　　県予算額：20,802千円 市町村 奈良県 教育委員会文化財保存課
①県から市町村に対する直接助成 文化財保存事業補助金(有形）

伝統的建造物群保存修理補助（国指定）　重要伝統的建造物群保存地区の保存のために行われる修理・  修景等に対する助成    スキーム：国50%（直接補助） 県10%　市町村40%    助成対象：橿原市、宇陀市 　 県予算額：8,857千円美術工芸品防災対策補助（国指定）　市町村が事業主体となる文化財の保存と活用のための美術工  芸品の防災対策等に対する助成　　スキーム：国50%（直接補助）  県定額    助成対象：奈良市 　 県予算額：360千円
市町村 奈良県 教育委員会文化財保存課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当
①県から市町村に対する直接助成 文化財保存事業補助金（記念物）

史跡地公有化補助（国指定）　史跡・名勝等の保存と活用のために実施される買上げ等の公  有化事業に対する助成    スキーム：国80%（直接補助）  県6.67・10%　　　　　　  市町村10・13.33%    助成対象：奈良市、橿原市、桜井市、御所市、香芝市、　　　　　　　斑鳩町、田原本町、河合町 　 県予算額：113,815千円史跡地環境整備事業補助（国指定）　史跡・名勝等の保存と活用のために実施される環境整備事業  に対する助成    スキーム：国50%（直接補助）  県15・25%  市町村25・35%    助成対象：奈良市、桜井市、香芝市、宇陀市、斑鳩町、              田原本町、広陵町 　 県予算額：32,755千円天然記念物食害対策補助（国指定）　カモシカによる食害を防止するための柵設置に対する助成    スキーム：国2/3（直接補助）県1/6  市町村1/6    助成対象：五條市、野迫川村、下北山村、川上村 　 県予算額：3,821千円
市町村 奈良県 教育委員会文化財保存課

④国からの助成 文化財保存事業費及び文化財保存施設整備費関係国庫補助
建造物・美術工芸品・記念物・埋蔵文化財・伝統的建造物群の保存・修理・調査、名勝・史跡・天然記念物等についての保護、史跡地等の公有化、史跡地の環境整備等の文化財保護法に基づく文化財の保存・活用にかかる事業への補助  スキーム：有形文化財修理（建造物・美工）　 　　　　　 国50%～85%　県3%～5%　市町村10%～47%　　　　　　史跡地公有化（記念物）　 　　　　　 国80%　県6.67%、10%　市町村10%、13.33%　　　　　　史跡地環境整備（記念物）　 　　　　　 国50%　県15.25%　市町村25%、35%　　　　　　埋蔵文化財発掘調査　 　　　　　 国50%　県25%　市町村25%

文化財所有者・管理者、市町村 文化庁 教育委員会文化財保存課
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